
別記様式第８号

１．輸出用茶生産拡大への取組

（２）　成果目標が新たな商品開発の場合

　 注１：適宜、行を追加して記入すること。

成果目標は達成された。

産地活性化総合対策事業の薬用作物等地域特産作物産地確立支援事業（国産茶輸出拡大等促進支援事業）に関する事業評価票

都道府県名 事業実施主体名 受益者名 到　達　目　標 新たな商品開発の具体的な取組内容 地方農政局長の意見

京都府 ほっこりサークル ほっこりサークル
・商品開発５つ

・海外販路の拡大

・新商品（微発酵茶、半発酵茶、発酵茶、フルーツ

茶、スモーク茶）を開発し、海外市場開拓に取り組

んだ。

・積極的な商談会参加や商品PRにより、出荷商品が

確立し、販売することが出来た。



別記様式第６号

産地活性化総合対策事業（国産花きイノベーション推進事業）に関する事業評価票

基準年
(計画策定時)
平成28年

目標年
令和５年

目標値 達成度合

大阪府下の花き卸売市場
(４市場)におけるスイー
トピーの年間取扱数量増
加

994万本 911万本 1,094万本 -83%

公共・福祉施設における花
育・園芸体験や住宅展示場等
における花文化の展示をはじ
めとした花きの活用拡大に向
けた需要喚起の実施により、
大阪府下の花き卸売市場（4
市場）におけるスイートピー
の年間取扱数量は改善計画策
定時と比較して約10%増加し
たが、近年の高温化による栽
培の難化や設備コスト高と
いった理由から他の作目への
転換が進み生産者が減少して
いることから、年間取扱数量
が増加せず、目標未達成と
なった。
事業実施主体に対し、目標達
成に向けた取組を行うよう指
導するととみに、改善計画を
提出させる。

新型コロナの影響により縮小
した需要の回復に向け、家庭
での消費・購買のPR活動や、
従前の花きの活用拡大に向け
た取組により、花きの消費は
一時的に増加傾向となったも
のの、物価高騰や物流問題な
ど、新たな課題が要因とな
り、支出金額が増加せず、目
標未達成となった。
事業実施主体に対し、目標達
成に向けた取組を行うよう指
導するととみに、改善計画を
提出させる。

大阪府
大阪府花き振興

協議会
平成27～29

年度

・園芸資材リサイクルシステムの
検討・実証(検討会の開催)
・フラワーコンテスト、花文化展
示会、シンポジウムの開催
・花文化と併せた国産花きの情報
発信
・学校・福祉施設等での花育体験
推進

【構成員】
大阪府
大阪府花き園芸連合会
大阪府市場協会
花キューピット協同組64.65
大阪支部
大阪生花商業組合
関西花き事業協同組合
大阪園芸商組合
公益社団法人日本フラワーデ
ザイナー協会大阪府支部
株式会社大阪鶴見フラワーセ
ンター

総務省家計調査都道府県
所在市別(大阪市、二人
以上の世帯)切り花支出

金額の増加

9,480円 7,139円 9,954円 -494%

地方農政局長等の意見
事業内容
（検討会構成員、実施回数、
実証試験の内容等）

都道府県名 事業実施主体名
事業実施
初年度

成果目標の
具体的な内容

成果目標の達成状況

具体的な取組内容



別記様式第６号

産地活性化総合対策事業（国産花きイノベーション推進事業）に関する事業評価票

基準年
(計画策定時)
平成26～28年度

目標年
令和５年

目標値 達成度合

奈良県
奈良県花き振興

協議会
平成27～29

年度
1世帯当たり年間切り花
購入額(奈良市)の増加

10,725円 10,195円 11,200円 -112%

・花き関係者の連携への支援
・フラワーコンテスト、花文化展
示、シンポジウムの開催
(検討会の開催、参考モデル園の
展示、コンテスト開催、講演会開
催)
・学校・福祉施設等での花育体験
推進

【構成員】
奈良県農業水産振興課
奈良県花き植木農業協同組合
奈良県生花商業組合
奈良県フラワー装飾技能士会
公益社団法人日本フラワーデ
ザイナー協会奈良県支部

消費者の節約志向の高まりな
どにより、切り花購入額が増
加せず、目標未達成となっ
た。
事業実施主体に対し、目標達
成に向けた指導を行うととも
に、改善計画を提出させる。

事業内容
（検討会構成員、実施回数、
実証試験の内容等）

地方農政局長等の意見都道府県名 事業実施主体名
事業実施
初年度

成果目標の
具体的な内容

成果目標の達成状況

具体的な取組内容



別記様式第６号

産地活性化総合対策事業（国産花きイノベーション推進事業）に関する事業評価票

基準年
(計画策定時)

目標年
令和５年

目標値 達成度合

花き生産金額の増加(基
準年の10%増)
（小ギク）
（檜扇）
（葉牡丹）

(小ギク(平成28年度))
68,106,000円

(檜扇(平成29年度))
3,136,700円

(葉牡丹(平成29年度))
1,778,108円

(小ギク)
58,826,347円

(檜扇)
3,609,451円
(葉牡丹)
983,905円

(小ギク)
74,916,600円

(檜扇)
3,450,370円
(葉牡丹)

1,955,919円

(小ギク)
-136%
(檜扇)
151%

(葉牡丹)
-447%

需要に応じた出荷や、消費拡
大の取組を実施したことで、
檜扇は生産金額が増加し、
目標を達成したものの、
小ギク及び葉牡丹については
、基準年と比較して生産者が
減少していることから、生産
金額の増加には至らず、目標
未達成となった。
事業施主体に対し、目標達成
に向けた指導を行うとともに、
改善計画を提出させる。

総務省家計調査の花き消
費金額(京都市、二人以
上の世帯)9,750円の10%
増加

(平成28年度)
9,750円

9,778円 10,725円 3%

公共施設における展示やSNS
を活用したPR活動等に取り組
むとともに、花育等の消費拡
大に向けた取組を継続したこ
とで、花き消費金額は増加し
たものの、10%増には至ら
ず、目標未達成となった。事
業実施主体に対し、目標達成
に向けた指導を行うととも
に、改善計画を提出させる。

花育関与生産の「葉牡丹
(切枝)」の生産額を10%
向上する

(平成29年度)
1,234,188円

824,698円 1,357,606円 -332%

基準年と比較して生産者が減
少していることから、生産額
の増加に至らず、目標未達成
となった。
事業実施主体に対し、目標達
成に向けた指導を行うととも
に、改善計画を提出させる。

地方農政局長等の意見
事業内容
（検討会構成員、実施回数、
実証試験の内容等）

都道府県名 事業実施主体名
事業実施
初年度

成果目標の
具体的な内容

成果目標の達成状況

具体的な取組内容

京都府
京都府花き振興
ネットワーク

H３０年度

・小ギクの電照栽培実験
・小ギクの新品種導入実験
・葉牡丹の大型から中型、小型へ
の需要変化に合わせた品種の切り
替え
・公共施設における展示
・SNSを活用したPR活動
・花育の実施

【構成員】
京都府
京都市
京都府花き生産組合連合会
京都生花株式会社
株式会社大原総合花き市場
京都府花商協同組合
京都府園芸商組合
京都府農業協同組合中央会

【実証内容】
・キクの電照栽培による開花
調整
・ドライミスト冷房による夏
季高温回避技術



別記様式第６号

産地活性化総合対策事業（国産花きイノベーション推進事業）に関する事業評価票

基準年
(計画策定時)

目標年
令和５年

目標値 達成度合

兵庫県
兵庫の花づくり
推進協議会

H３０年度
ストックの生産量2,112
千本→2,800千本

(平成28年度)
2,112千本

1,662千本 2,800千本 -65%

・栽培管理技術の実証
・物日の普及啓発に向けた、花文
化の展示
・学校等での花育体験の実施

【構成員】
兵庫県
兵庫県花卉協会
公益財団法人兵庫県園芸・公
園協会
株式会社JF兵庫生花
姫路生花卸売市場株式会社
兵庫県農業協同組合中央会
公益社団法人兵庫みどり公社
全国農業協同組合連合会兵庫
県本部
兵庫県種苗業組合
花キューピット66兵庫支部
一般財団法人淡路島くにうみ
協会
一般社団法人兵庫県グリーン
協会
公益社団法人日本フラワーデ
ザイナー協会兵庫県支部
【実証内容】
・ジベレリン散布による開花
促進技術や、兵庫県研究期間
で開発された開花液による開
花抑制技術といった開花再調
整技術の組み合わせ実証。
・丹波地域で品種展示ほを行
い、需要期安定供給の実証。

平成28年から開始したLEDに
よる開花調整技術実証の現場
での有効性が確認され、平成
30年度には県の補助事業によ
り当該技術の導入が少しずつ
進んでいる。また、補助事業
を活用した２重カーテン導入
等の省エネ技術の導入も少し
ずつ行われているものの、普
及が十分に進んでおらず、生
産量の増加に至らず、目標未
達成となった。
事業実施主体に対し、目標達
成に向けた取組を行うよう指
導するとともに、改善計画を
提出させる。

事業内容
（検討会構成員、実施回数、
実証試験の内容等）

地方農政局長等の意見都道府県名 事業実施主体名
事業実施
初年度

成果目標の
具体的な内容

成果目標の達成状況

具体的な取組内容



別記様式第６号

産地活性化総合対策事業（国産花きイノベーション推進事業）に関する事業評価票

基準年
(計画策定時)

目標年
令和５年

目標値 達成度合

ダリア取扱額(奈良県花
き植木農業協同組合)の
増加

(平成28年度)
1,365千円

560千円 1,502千円 -588%

県内の生産者の高齢化や後継
者不足といった問題や、物価
高騰による消費者の節約志向
の高まりなどにより、生産・
取扱額の増加に至らず、目標
未達成となった。
事業実施主体に対し、目標達
成に向けて取組を行うよう指
導するとともに、改善計画を
提出させる。

１世帯当たり年間切り花
購入額増加

(平成26～28年度)
11,317円

10,195円 12,449円 -99%

消費者の節約志向の高まりな
どにより、切花購入額が増加
せず、目標未達成となった。
事業実施主体に対し、目標達
成に向けた指導を行うととも
に、改善計画を提出させる。

事業内容
（検討会構成員、実施回数、
実証試験の内容等）

地方農政局長等の意見

奈良県
奈良県花き振興

協議会
H３０年度

・品質管理マニュアルの作成
・後継者の育成
・需要拡大のためのPR
・公共施設におけるアレンジメン
トの展示
・保育園での花育の実施
・一般消費者、生花店から出品す
るコンテストの開催

【構成員】
奈良県
奈良県花き植木農業協同組合
奈良県生花商業組合
公益社団法人日本フラワーデ
ザイナー協会奈良県支部
奈良県フラワー装飾技能士会

都道府県名 事業実施主体名
事業実施
初年度

成果目標の
具体的な内容

成果目標の達成状況

具体的な取組内容



別記様式第２号

評価機関名 評価機関名 近畿農政局

現状 目標 結果 達成率

事業実施年度の事業実施計画

における茶栽培面積に対する改

植等の実施面積を３％向上

0% 3% 3.04% 100%

有機栽培への転換を実施する対

象茶園における有機ＪＡＳ認定

等の有機認証取得割合を１０

０％

０㎡ 3,449㎡ 3,449㎡ 100%

事業実施年度の事業実施計画

における茶栽培面積に対する改

植等の実施面積を２％向上

0% 2% 2.80% 140%

有機栽培への転換を実施する対

象茶園における有機ＪＡＳ認定

等の有機認証取得割合を１０

０％

0㎡ 13,679㎡ 13,679㎡ 100%

事業実施年度の事業実施計画

における茶栽培面積に対する改

植等の実施面積を1％向上

0% 1% 0.98% 98%

有機栽培への転換を実施する対

象茶園における有機ＪＡＳ認定

等の有機認証取得割合を１０

０％

0㎡ 1,820㎡ 1,820㎡ 100%

事業実施年度の事業実施計画

における茶栽培面積に対する改

植等の実施面積を1％向上

0% 1% 1.50% 150%

有機栽培への転換を実施する対

象茶園における有機ＪＡＳ認定

等の有機認証取得割合を１０

０％

0㎡ 5,500㎡ 6,400㎡ 116%

持続的生産強化対策事業のうち茶・薬用作物等地域特産作物体制強化促進（地域の生産体制強化・需要創出事業）に関する事業評価票

都道

府県名
市町村名 事業実施主体名

対象作物

・畜種名

事業実施

初年度

具体的な

取組内容

地方農政局の評価所

見

茶の改植等

・改植支援3.4ha

･改植に伴う未収益支援

3.4ha

・輸出向け栽培転換

0.5ha

ほか　計7.9ha

目標を達成している

茶の改植等

・改植支援3.1ha

･改植に伴う未収益支援

3.1ha

・新稙1.2ha

・有機栽培への転換1.3ha

ほか　計10.0ha

茶の改植等

・改植支援0.8ha

･改植に伴う未収益支援

0.8ha

・直接被覆栽培への転換

0.3ha

・有機栽培への転換0.2ha

ほか　計2.2ha

茶の改植等

・改植支援3.5ha

･改植に伴う未収益支援

3.5ha

・新稙1.1ha

・有機栽培への転換0.6ha

ほか　計9.5ha

目標を達成している

概ね目標を達成している

目標を達成している

滋賀県
甲賀市、

日野町
茶 令和元年度

茶 令和元年度

滋賀県茶生産者団体連

合会

和束町茶業部会

奈良県
奈良市、

山添村

茶 令和元年度

茶 令和元年度

成果目標の達成状況

京都府 和束町

京都府 南山城村

成果目標の具体的な内容

京都やましろ農業協同組

合南山城村支店茶業部

会

奈良県農業協同組合



現状 目標 結果 達成率

都道

府県名
市町村名 事業実施主体名

対象作物

・畜種名

事業実施

初年度

具体的な

取組内容

地方農政局の評価所

見

成果目標の達成状況
成果目標の具体的な内容

事業実施年度の事業実施計画

における茶栽培面積に対する改

植等の実施面積を1％向上

0% 1% 1.81% 181%

主要品種指数を直近値から２ポ

イント以上低減
－ -2ポイント -2.28ポイント 114%

事業実施年度の事業実施計画

における茶栽培面積に対する改

植等の実施面積を4％向上

0% 4% 5.30% 132%

産地の省力化・低コスト化に資す

る取組について、１つ以上取り組

む

0つ 1つ 2つ 200%

事業実施年度の事業実施計画

における茶栽培面積に対する改

植等の実施面積を３％向上

0% 3% 5.70% 173%

産地の省力化・低コスト化に資す

る取組について、１つ以上取り組

む

0つ 1つ 1つ 100%

茶の改植等

･改植に伴う未収益支援

0.3ha

・棚栽培への転換に伴う未

収益支援0.2ha

計0.5ha

茶の改植等

･改植に伴う未収益支援

0.2ha

計0.2ha

目標を達成している

目標を達成している

目標を達成している

茶の改植等

・改植支援0.5ha

･改植に伴う未収益支援

0.5ha

計1.0ha

宇治市茶生産組合

京都府 木津川市

京都府
宇治田原

町

京都府 宇治市 茶

令和２年度

令和２年度

令和２年度

京都やましろ農業協同組

合宇治田原町茶業部会

JA京都やましろ加茂支店

茶業部会
茶

茶



別記様式第２号

評価機関名

‐
目標値

令和５年度
基準年

目標年
令和５年度

達成率

中輪ぎく 令和2年度

活動区域にお
ける加工用中
輪ぎく10a当た
りの収量増加

21.6千本

(平成30年～令
和1度の2カ年

平均)
20.5千本

23.7千本 291%

 栽培面積は減少したものの、花き専用
ハウスで取り組む生産者が増え、従来
の水稲育苗ハウスを活用した花き生産
より施設利用率が向上したことで10a当
たりの収量が増加し、成果目標を達成
した。

中輪ぎく 令和2年度

活動区域にお
ける加工用中

輪ぎくの作付け
面積

10,344㎡

(平成30年～令
和1度の2カ年

平均)
9,403㎡

5,527㎡ -411%

新たな物日需要に対応する、9月上旬、
11月上旬及び12月中旬収穫の３つの
作型を検証することはできたが高齢化
等により生産者が減少した影響から、
作付け面積の増加に至らず、目標未達
成となった。
事業実施主体に対し、目標達成に向け
た指導を行うとともに、改善計画を提出
させる。

ばら 令和2年度

活動区域にお
けるばらの10a
当たりの収量

増加

72.5千本
(平成30年度)

69.0千本
62.1千本 -197%

燃料の高騰により暖房を止め、冬季収
穫を中止した経営体があることから、活
動区域におけるばらの10a当たりの収
量の増加には至らず、目標未達成と
なった。
事業実施主体に対し、目標達成に向け
た指導を行うとともに、改善計画を提出
させる。

ばら 令和2年度

活動区域にお
けるばら部会
員の10a当たり
の生産コスト低

減

1,679千円
(平成30年度)

1,768千円
1,638千円 146%

冬季の暖房費削減され、生産コストが
低減したため、成果目標を達成した。

（注）成果目標の達成状況欄に達成状況の経過を記載すべき事業にあっては、記載例を参考に列を挿入し、記載するものとする。

滋賀県 大津市
花の国づくり滋賀県協議

会

・洋マムの品種選定、需
要実態に応じた栽培体系
の確立

・ばらの捕虫器導入実証

・ばらについて、スリップス
の選好性の品種間差を検
証。
被害を受けにくい品種の
選定

持続的生産強化対策事業のうち次世代国産花き産業確立推進に関する事業評価票

成 果 目 標 の 達 成 状 況

近畿農政局の評価所見都道府県名 市町村名 事業実施主体名
対象作物
・畜種名

事業実施
初年度

具体的な
取組内容

成果目標の具体的な内容



別記様式第２号

評価機関名

‐
目標値

令和５年度
基準年

目標年
令和５年度

達成率

ベゴニア・マ
リーゴール
ド・パンジー
(ビオラ)・な
でしこ

令和２年度

活動区域にお
ける花きの販
売業者の取扱
数量の増加

734千本

(平成27年～令
和1年度の３カ
年平均)
618千本

750千本 114%
飾花や花育の実施により、需要が拡大
し、取扱い数量の増加に繋がり、成果
目標を達成した。

ドライフラ
ワー

令和２年度
活動区域にお
ける花きの新た
な販路の拡大

3ルート
(令和1年度)
2ルート

3ルート 100%

消費者向けの展示や小売り向けワーク
ショップの開催等を通して、販売先の確
保に務めたことにより、販路拡大に繋
がり、成果目標を達成した。

梅、桃、ユー
カリ、ミモザ

令和２年度

消費区域にお
ける花きの販
売業者の販売
金額の増加

3,911千円

(平成27年～令
和１年度の３カ
年平均)
3,724千円

9,740千円 3217%

飾花や展示会の実施とともに、枝物花
きの先進地視察等の取組みを実施した
ことで、ミモザやユーカリ、桃の生産及
び需要が拡大し、販売金額が増加した
ことから成果目標を達成した。

檜扇、ヒメユ
リ、花しょう
ぶ、かんぞ
う、らっぱ水
仙、かわらな
でしこ、ナル
コユリ、ポ
ピー

令和２年度
活動区域にお
ける花きの作
付面積の増加

37a

(平成27年～令
和１年度の３カ
年平均)
33a

215a 4550%

ホームユース向け商品の試作や、花文
化の発信とともに、生産マニュアルを作
成し、普及を図ることで栽培面積の増
加に繋がり、成果目標を達成した。

檜扇 令和２年度

活動区域にお
ける花きの10a
当たりの労働
時間の低減

372h/10a

(平成27年～令
和１年度の３カ
年平均)
392h/10a

352h/10a 200%

産地における機械化の拡大や、生産資
材の活用等の省力化に向けた取組に
より労働時間の低減に繋がり、成果目
標を達成した。

京都府 京都市
京都府花き振興ネット

ワーク

・小ぎくについて、生産拡
大及び品質向上のため、
季咲栽培及び電照栽培に
おけるパテント品種導入
実証

・少量花材の安定生産の
ための栽培技術の実証

・小ぎくについて、生産拡
大及び品質向上のため、
水揚げ用水改善技術実証
(生産現場及び流通段階
での日持ち性向上調査)

・展示会の開催等、消費
拡大のプロモーション活動

・産地見学会の開催等、
生産者と実需者の連携促
進

・学校等教育機関やイベ
ント会場における花使い
文化の体験提供による普
及及びドライフラワー等花
き加工品の活用体験

・新たな販売方法の実証
(いけばな用花材の一般
消費者向け商品販売実
証)

持続的生産強化対策事業のうち次世代国産花き産業確立推進に関する事業評価票

都道府県名 市町村名 事業実施主体名
対象作物
・畜種名

事業実施
初年度

成果目標の具体的な内容 成 果 目 標 の 達 成 状 況

具体的な
取組内容

近畿農政局の評価所見



檜扇、ヒメユ
リ、花しょう
ぶ、かんぞ
う、らっぱ水
仙、かわらな
でしこ、ナル
コユリ、ポ
ピー

令和２年度

活動区域にお
ける花きの販
売業者の販売
金額の増加

3,637千円

(平成27年～令
和１年度の３カ
年平均)
3,463千円

7,438千円 2284%

ホームユース向け商品の試作や、花文
化の発信により需要が拡大したことで
販売金額の増加に繋がり、成果目標を
達成した。

小ぎく 令和２年度

活動区域にお
ける花きの10a
当たりの労働
時間低減

517h/10a
(令和１年度)
545h/10a

496h/10a 175%

防除の作業時間を削減する機器の導
入等、産地における省力化の取組みの
実施により、労働力低減に繋がり、成
果目標を達成した。

小ぎく 令和２年度

活動区域にお
ける花きの10a
当たり収量の

増加

2,520千本

(平成27年～令
和１年度の３カ
年平均)
2,400本/a

3,237本/a 698%

生産に適した品種の検討等、産地にお
ける安定生産に向けた実証・普及を
行ったことで収量の増加に繋がり、成
果目標を達成した。

小ぎく 令和２年度

活動区域にお
ける花きの販
売業者の販売
金額の増加

25,135千円

(平成27年～令
和１年度の３カ
年平均)
23,938千円

48,737千円 2072%

生産に適した品種の検討等、安定生産
に向けた実証結果を普及するとともに、
盆や彼岸の需要期に合致した出荷を
行ったことで販売金額が増加し、成果
目標を達成した。

（注）成果目標の達成状況欄に達成状況の経過を記載すべき事業にあっては、記載例を参考に列を挿入し、記載するものとする。

京都府 京都市
京都府花き振興ネット

ワーク

・小ぎくについて、生産拡
大及び品質向上のため、
季咲栽培及び電照栽培に
おけるパテント品種導入
実証

・少量花材の安定生産の
ための栽培技術の実証

・小ぎくについて、生産拡
大及び品質向上のため、
水揚げ用水改善技術実証
(生産現場及び流通段階
での日持ち性向上調査)

・展示会の開催等、消費
拡大のプロモーション活動

・産地見学会の開催等、
生産者と実需者の連携促
進

・学校等教育機関やイベ
ント会場における花使い
文化の体験提供による普
及及びドライフラワー等花
き加工品の活用体験

・新たな販売方法の実証
(いけばな用花材の一般
消費者向け商品販売実
証)



別記様式第２号

評価機関名

‐
目標値

令和５年度
基準年

目標年
令和５年度

達成率

桜、花桃 令和２年度
活動区域にお
ける花きの作
付面積の増加

782a
(平成30年度)
711a

511a -282%

花壇用苗も
の

令和２年度
活動区域にお
ける花きの作
付面積の増加

1,936a
(平成30年度)
1,760a

1,450a -176%

グラジオラス 令和２年度
活動区域にお
ける花きの作
付面積の増加

377a
(平成30年度)
343a

328a -44%

桜、花桃 令和２年度

活動区域にお
ける花きの総
出荷金額の割
合の増加

5%
(平成30年度)

0%
0% 0%

観賞期間の延長に向けた開花処理調
節技術の実証により、輸出をする上で
重要となる開花調節や鮮度保持効果に
関する知見を得ることができたものの、
実証段階であり、生産者への普及が十
分でないことから輸出量又は輸出金額
の割合の増加に繋がらなず、目標未達
成となった。
事業実施主体に対し、目標達成に向け
た指導を行うとともに、改善計画を提出
させる。

花壇用苗物 令和２年度

活動区域にお
ける花きの10a
当たり収量の

増加

46,414本/10a
(平成30年度)
44,205本/10a

44,897本/10a 31%

高温耐性や塩害耐性の比較試験を実
施し、有望品目・品種選定のための指
針を作成することができたものの、当該
品目・品種の普及拡大に至らず、単収
増加に繋がらなかったことから、目標未
達成となった。
事業実施主体に対し、目標達成に向け
た指導を行うとともに、改善計画を提出
させる。

大阪府 大阪市 大阪府花き振興協議会

・グラジオラスの実需者・
消費者ニーズに対応した
新品種の選定と安定生
産・計画出荷のための栽
培技術実証

・桜、花桃の彩花後から最
終消費地までの日持ち性
を向上させる品質管理技
術や温度管理技術の高度
化に必要な実証

・花壇用苗ものについて、
耐塩性、高温耐性のある
有力品目・品種の選定と
開花特性の把握

・関西国際空港等におけ
るプロモーションスペース
での桜、花桃を中心とした
大阪産花材の展示

・市場展示スペースを利
用した買参人を対象とし
た新品種展示

・トライアルガーデンの公
開による花壇用苗ものの
展示

資材費高騰の影響により作付面積が
減少したことから、活動区域における花
きの作付面積の増加に至らず、目標未
達となった。
事業実施主体に対し、目標達成に向け
た指導を行うとともに、改善計画を提出
させる。

持続的生産強化対策事業のうち次世代国産花き産業確立推進に関する事業評価票

都道府県名 市町村名 事業実施主体名
対象作物
・畜種名

事業実施
初年度

成果目標の具体的な内容 成 果 目 標 の 達 成 状 況

具体的な
取組内容

近畿農政局の評価所見



グラジオラス 令和２年度

活動区域にお
ける花きの10a
当たり収量の

増加

3,637千円 25,000本/10a 27,554本/10a 196%

電照設備を導入した泉南地域におい
て、設備導入により冬季の不開花（ブラ
インド）発生を抑制することができたこと
で10a当たりの収量が増加し、成果目標
を達成した。

桜、花桃(切
り花)

令和２年度

活動区域にお
ける花きの販
売業者の取
扱数量又は
販売金額の
増加

2,708,299本
(平成30年度)
2,579,322本

1,861,264本 -557%

コロナ禍による需要の減少が、従来か
らの産地の課題である高齢化と後継者
不足の追い打ちとなり、切り枝産地であ
る豊中市花木生産組合(大阪府花き園
芸連合会会員)の解散など、生産者の
花き生産自体からの相次ぐ撤退や、需
要の伸びている品目に改植のために大
幅な栽培面積減となり、活動区域にお
ける花き（桜、花桃）の販売業者の取扱
数量増加に至らず、目標未達成となっ
た。
事業実施主体に対し、目標達成に向け
た指導を行うとともに、改善計画を提出
させる。

花壇用苗も
の

令和２年度

活動区域にお
ける花きの消
費量又は消費
金額の増加

8,169千本
(平成30年度)
7,780千本

6,510千本 -326%

物価高騰の影響から花きの消費量の
増加には至らず、目標未達成となった。
事業実施主体に対し、目標達成に向け
た指導を行うとともに、改善計画を提出
させる。

グラジオラス
(切り花)

令和２年度

活動区域にお
ける花きの消
費量又は消費
金額の増加

950千本
(平成30年度)
901千本

859千本 -86%

主要産地から市場への入荷数量の減
少により、花きの消費量増加に至らず、
目標未達成となった。
事業実施主体に対し、目標達成に向け
た指導を行うとともに、改善計画を提出
させる。

（注）成果目標の達成状況欄に達成状況の経過を記載すべき事業にあっては、記載例を参考に列を挿入し、記載するものとする。

大阪府 大阪市 大阪府花き振興協議会

・グラジオラスの実需者・
消費者ニーズに対応した
新品種の選定と安定生
産・計画出荷のための栽
培技術実証

・桜、花桃の彩花後から最
終消費地までの日持ち性
を向上させる品質管理技
術や温度管理技術の高度
化に必要な実証

・花壇用苗ものについて、
耐塩性、高温耐性のある
有力品目・品種の選定と
開花特性の把握

・関西国際空港等におけ
るプロモーションスペース
での桜、花桃を中心とした
大阪産花材の展示

・市場展示スペースを利
用した買参人を対象とし
た新品種展示

・トライアルガーデンの公
開による花壇用苗ものの
展示



別記様式第２号

評価機関名 近畿農政局

基準年
　　　　年度

目標年
　　　　年度

達成率

京都府
京都オーガニックアク

ション協議会
R2

有機JAS認証を取得した取
組面積

10ha 8.3ha 13ha 276%
・検討会、栽培技術研修
会、報告会開催
・学校給食意見交換

成果目標を達成している。

大阪府
茨木オーガニック農業推

進協議会
R2

・有機農業への新規就農
者及び転換者の人数
・新たに有機JAS認証を取
得した農業者数

・２名増（計８
名）
・１名増（計１
名）

・６名
・０名

・10名
・０名

200%
0%

・栽培技術研修
・土壌分析
・学校給食試行取組

有機農業を始めた者は目標達成した
が、離農してしまったり、取組方針の齟
齬により、協議会を脱退した熟練有機
JAS認証取得構成員が複数名いたこと
が要因。
事業実施主体に対し、目標達成に向け
た指導を行うとともに、改善計画を提出
させる。

兵庫県
神戸有機農業者CSA推進

協議会
R2

・有機農業への新規就農
者及び転換者の人数
・新たに有機JAS認証を取
得した農業者数

・５名増（計13
名）
・２名増（計４
名）

・８名
・２名

・８名
・２名

200%
200%

・栽培技術講習会
・需要調査
・展示会出展

成果目標を達成している。

兵庫県
神戸オーガニック・エコ農
業推進協議会

R2

・有機農業への新規就農
者及び転換者の人数
・新たに有機JAS認証を取
得した農業者数

・４名増（計12
名）
・４名増（計11
名）

・８名
・７名

・12名
・３名

100%
-100%

・栽培技術講習会
・需要調査
・展示会出展

有機農業を始めた者は目標を上回った
が、認証取得費用等経営面の要因によ
り新たな有機JAS認証取得まではつな
がらなかったことが要因。
事業実施主体に対し、目標達成に向け
た指導を行うとともに、改善計画を提出
させる。

兵庫県
丹波市有機の里づくり推
進協議会

R2

・有機農業への新規就農
者及び転換者の人数
・新たに有機JAS認証を取
得した農業者数

・７名増（計76
名）
・４名増（計33
名）

・69名
・29名

・143名
・37名

1057%
200%

・栽培、経営勉強会
・展示会出展
・加工品試作

成果目標を達成している。

奈良県
生活協同組合コープ自然
派奈良

R2
有機JAS認証を取得した取
組面積

1ha 0ha 1ha 100%
・栽培技術研修会
・販売戦略意見交換会

成果目標を達成している。

和歌山県
那賀地方有機農業推進協
議会

R2

・有機農業への新規就農
者及び転換者の人数
・新たに有機JAS認証を取
得した農業者数

・５名増（計37
名）
・４名増（計31
名）

・32名
・27名

・43名
・32名

220%
125%

・栽培技術研修会
・土づくり講習会
・出荷効率化研修会

成果目標を達成している。

（注）成果目標の達成状況欄に達成状況の経過を記載すべき事業にあっては、記載例を参考に列を挿入し、記載するものとする。
（施行注意）各府県に送付の際は各府県管内該当協議会分のみ抽出して送付

持続的生産強化対策事業のうち有機農産物安定供給体制構築事業（オーガニックビジネス実践拠点づくり事業）に関する事業評価票

成 果 目 標 の 達 成 状 況 農林水産省生産局、政策統括官、
地方農政局（北海道農政事務所、
内閣府沖縄総合事務局）の評価所
見

都道府県名 市町村名 事業実施主体名
対象作物
・畜種名

事業実施
初年度

具体的な
取組内容

成果目標の具体的な内容



（別添７） 

 

令和５年度持続的生産強化対策事業のうち農作業安全総合対策推進 

（農作業安全に係る都道府県推進組織等への支援） 

事業評価票 

 

事業実施主体名 

（協議会及び代表者）  

京都府知事 西脇 隆俊 

事業費（円） 300,143円（うち国費 300,143円） 

具体的な取組内容 １ 協議会の構成員相互で連携状況について 

研修の実施に向けた調整、企画・開催等の役割を協議会の構成員で分担し、

研修を実施した。 

  （研修の実施機会の把握、実施に向けた調整…京都府農産課、広域振興局等 

   研修の企画・開催…農業改良普及センター、ＪＡ、農業機械士等 

研修講師…農作業安全に関する指導者等） 
 

２ 農作業安全に関する指導者の研修講師としての活用状況 

 指導者の都合がつかなかった場合等を除き、指導者を研修講師として活用し

た。 
 

３ 農作業安全研修の実施内容のうち基本的な要素について 

 農作業事故による影響や機械の転落・転倒対策等の基本的な要素を含む内容

の研修を行った。 
 

４ 幅広い農業者の受講が可能な体制について 

 地域や年齢を問わず、農業者が集まる様々な機会を捉え、幅広い農業者を対

象に研修を行った。 
 

５ 高齢農業者への配慮について 

 水稲の現地講習会など、高齢農業者を含む幅広い農業者が集まる機会を捉え

て研修を実施し、情報が届きにくい高齢農業者に対しても注意喚起を行っ

た。 

成果目標の 

達成状況 

成果目標 達成状況 

農作業安全に係る研修に

ついて、５回以上実施す

ること 

 

1.協議会の構成員相互で

連携しながら、各地域

（広域振興局及び京都乙

訓管内）において 1回以

上、農作業安全に関する

研修実施を計画する。 

 

 

 

 

適切に実施されている 

・ 

実施が不十分である 

 

 

 

【コメント】 
 



 

2.研修講師として農作業

安全に関する指導者を積

極的に活用する。 

 

 

適切に実施されている 

・ 

実施が不十分である 

 

 

3.農業者、農作業を行う

者を対象とし、農作業安

全の基本的な要素を含む

研修内容とする。 

 

適切に実施されている 

・ 

実施が不十分である 

 

総合所見 事業は適切に実施され、成果目標を達成している。 

 

 

注）地方農政局長等は、本要領本体第７の１（４）に基づき点検評価結果を農産局長に報告するときは、本様式に当該事

業実施主体に係る別添６を添付すること。 

 

【コメント】 
 

【コメント】 
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別記様式第２号 

 

 

持続的生産強化対策事業のうち養蜂等振興強化推進に関する事業評価票 

 

 評価機関名 

都道府県

名 

市町村名 事業実施

主体名 

対象作物

・畜種名 

事業実施

初年度 

成果目標の具体的な内容 成果目標の達成状況 具体的な取組内容 農林水産省農産局、畜

産局、地方農政局（北

海道農政事務所、内閣

府沖縄総合事務局）の

評価所見 

  基準年 

３年度 

目標年 

５年度 

達成率 

滋賀県 

 

 

 

滋賀県東近江地域

（近江八幡市、東

近江市、日野町、

竜王町）、甲賀地

域（甲賀市、湖南

市）、湖北地域（米

原市、長浜市 

滋 賀 県

養 蜂 振

興 推 進

協議会 

養蜂 R４年度 東近江地域、

甲賀地域、湖

北地域にお

ける飼養蜂

群数 

３％増加 

（545群） 

528群 629群  594％ ・蜜源植物の植栽 

・蜜源植物の植栽状況等の実態

把握 

・蜜源植物の保護・増殖推進の

ための普及啓発の取組 

 

成果目標を達成した。 

（注） 成果目標の達成状況欄に達成状況の経過を記載すべき事業にあっては、記載例を参考に列を挿入し、記載するものとする。 

 

 

 

 


